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第７６回税理士試験 相続税法

第一問（理論）解答

〔表示内容の説明〕

配 点：１ … １点

難易度： … 得点すべき箇所（易） … 差がつく箇所（中） … 得点不要の箇所（難）

問１（配点２５点）

⑴

１ 概要

⑴ 個人Ｂは、個人Ａから著しく低い価額の対価で土地の譲渡を受けていることから、個人Ｂはその対価 ２００万円と土地の時価 １，０００

万円との差額 ８００万円に相当する金額を、個人Ａから贈与により取得したものとみなされ、贈与税の課税関係が生じる。３

⑵ 個人Ｂが資力を喪失して債務を弁済することが困難である場合において、個人Ｂの扶養義務者である個人Ａからその債務の弁済に

充てるためになされたものであるときは、上記⑴の贈与により取得したものとみなされた金額 ８００万円のうちその債務を弁済するこ

とが困難である部分の金額については、贈与により取得したものとみなされない。１

２ 関連する条文

⑴ 贈与又は遺贈により取得したものとみなす場合（低額譲受益） ４

著しく低い価額の対価で財産の譲渡を受けた場合においては，その財産の譲渡があった時において，その財産の譲渡を受けた者が，

その対価とその譲渡があった時におけるその財産の時価との差額に相当する金額をその財産を譲渡した者から贈与（その財産の譲渡

が遺言によりなされた場合には，遺贈）により取得したものとみなす。

⑵ 適用免除 ２

⑴の財産の譲渡が，その譲渡を受ける者が資力を喪失して債務を弁済することが困難である場合において，その者の扶養義務者か

らその債務の弁済に充てるためになされたものであるときは，その贈与又は遺贈により取得したものとみなされた金額のうちその債

務を弁済することが困難である部分の金額については，⑴の規定は適用しない。

⑵

１ 概要

⑴ 同族会社Ｃは、個人でないことから贈与税の納税義務者に該当しない。１

また、同族会社Ｃは持分の定めのある法人に該当すると考えられることから、同族会社Ｃを個人とみなして贈与税を課す規定の対

象とはならず、贈与税の納税義務者とならない。１

従って、同族会社Ｃが個人Ａから著しく低い価額の対価で土地の譲渡を受けたことによるその対価 ２００万円と土地の時価 １，０００万

円との差額 ８００万円については、贈与税の課税関係は生じない。１

⑵ 個人Ｂは、同族会社Ｃが個人Ａから著しく低い価額の対価で土地の譲渡を受けたことに伴い、個人Ｂの保有する同族会社Ｃの株式

の価額の合計額が ５００万円増加していることから、対価を支払わないで、又は著しく低い価額の対価で利益を受けたものと考えられ

る。

従って、個人Ｂはその受けた利益の価額 ５００万円（個人Ｂから個人Ａに対して対価の支払いがあった場合には、利益の価額 ５００万

円からその価額を控除した金額）を、個人Ａから贈与により取得したものとみなされ、贈与税の課税関係が生じる。３

⑶ 個人Ｂが資力を喪失して債務を弁済することが困難である場合において、個人Ｂの扶養義務者である個人Ａからその債務の弁済に

充てるためになされたものであるときは、上記⑴の贈与により取得したものとみなされた金額 ５００万円のうちその債務を弁済するこ

とが困難である部分の金額については、贈与により取得したものとみなされない。１

２ 関連する条文

⑴ 贈与税の納税義務者 １

贈与により財産を取得した個人として一定の者は，贈与税を納める義務がある。

⑵ 持分の定めのない法人に対する課税 １

持分の定めのない法人に対し財産の贈与又は遺贈があった場合において，その贈与又は遺贈により，その贈与者又は遺贈者の親族

その他これらの者と特別の関係がある者の相続税又は贈与税の負担が不当に減少する結果となると認められるときは，その持分の定

めのない法人を個人とみなして，贈与税又は相続税を課する。

（無断複写・転載を禁ず）

Ｚ－７６－Ｅ 理論解答 （１）



⑶ 贈与又は遺贈により取得したものとみなす場合（その他の利益の享受） ４

他の規定により贈与又は遺贈により取得したものとみなす場合を除くほか，対価を支払わないで，又は著しく低い価額の対価で利

益を受けた場合においては，その利益を受けた時において，その利益を受けた者が，その利益を受けた時におけるその利益の価額に

相当する金額（対価の支払があった場合には，その価額を控除した金額）をその利益を受けさせた者から贈与（その行為が遺言によ

りなされた場合には，遺贈）により取得したものとみなす。

⑷ 適用免除 ２

⑴の行為が，その利益を受ける者が資力を喪失して債務を弁済することが困難である場合において，その者の扶養義務者からその

債務の弁済に充てるためになされたものであるときは，その贈与又は遺贈により取得したものとみなされた金額のうち，その債務を

弁済することが困難である部分の金額については，⑴の規定は適用しない。

（無断複写・転載を禁ず）

Ｚ－７６－Ｅ 理論解答 （２）



問２（配点２５点）

１ 概要

⑴ 個人Ｙは、個人Ｘから相続又は遺贈により財産を取得していないが、個人Ｘからの贈与について相続時精算課税の適用を受けてい

ることから、その適用を受ける令和７年８月に贈与を受けた建物及び令和８年４月に贈与を受けた現金を個人Ｘから遺贈により取得

したものとみなされ、その贈与時の価額から相続時精算課税に係る基礎控除額を控除した残額が相続税の課税価格に算入される。

なお、令和７年８月に贈与を受けた建物については、災害により相当の被害を受けており、相続時精算課税に係る土地又は建物の

価額の特例の規定の承認を受けていることから、その建物の贈与時の価額はその被災価額 ５００万円を控除した残額 ２，０００万円となる。

従って、相続時精算課税の適用を受ける令和７年８月に贈与を受けた建物については、その贈与時の価額 ２，５００万円から被災価額

５００万円を控除した金額である ２，０００万円から相続時精算課税に係る基礎控除額 １１０万円を控除した残額 １，８９０万円が相続税の課税

価格に算入される。２

また、相続時精算課税の適用を受ける令和８年４月に贈与を受けた現金については、その価額 ８００万円から相続時精算課税に係る

基礎控除額 １１０万円を控除した残額 ６９０万円が相続税の課税価格に算入される。２

⑵ 個人Ｙは、個人Ｘから相続時精算課税適用財産を遺贈により取得したものとみなされることから、相続時精算課税の適用を受ける

年分の前年分以前で、かつ、個人Ｘの相続開始前３年以内に個人Ｘからの贈与により取得した財産については、生前贈与加算の規定

により相続税の課税価格に加算される。

従って、相続時精算課税の適用を受ける年の前年以前で、かつ、個人Ｘの相続開始前３年以内に個人Ｘからの贈与により取得した

財産である令和６年４月に贈与を受けた現金 ５００万円については、その財産の価額が相続税の課税価格に加算される。２

なお、令和５年４月に贈与を受けた現金は、相続開始前３年以内の贈与に該当しないため、相続税の課税価格に加算されない。１

⑶ 上記⑴及び⑵から、個人Ｘの相続に係る個人Ｙの相続税の課税価格は ３，０８０万円（ １，８９０万円（令和７年８月の建物）＋ ６９０万円

（令和８年４月の現金）＋ ５００万円（令和６年４月の現金））となる。３

２ 関連する条文

⑴ 相続又は遺贈により財産を取得しなかった相続時精算課税適用者 ５

① 特定贈与者から相続又は遺贈により財産を取得しなかった相続時精算課税適用者については，その特定贈与者からの贈与により

取得した相続時精算課税適用財産をその特定贈与者から相続（その相続時精算課税適用者がその特定贈与者の相続人以外の者であ

る場合には，遺贈）により取得したものとみなして相続税額を計算する。

② ①により特定贈与者から相続又は遺贈により取得したものとみなされた財産に係る相続税の計算については，次に定めるところ

による。

イ その財産の価額は，その贈与の時における価額とする。

ロ その財産の価額から相続時精算課税に係る基礎控除の規定による控除をした残額を相続税の課税価格に算入する。

⑵ 相続時精算課税に係る土地又は建物の価額の特例 ５

相続時精算課税適用者が特定贈与者からの贈与により取得した土地又は建物が，その贈与を受けた日からその特定贈与者の死亡に

係る相続税の期限内申告書の提出期限までの間に災害によって相当の被害として一定程度の被害を受けた場合（その相続時精算課税

適用者（その相続時精算課税適用者に係る権利又は義務を承継したその相続時精算課税適用者の相続人を含む。⑵において同じ。）が

その土地又は建物をその贈与を受けた日からその災害が発生した日まで引き続き所有していた場合に限る。）において，その相続時精

算課税適用者が，贈与税の納税地の所轄税務署長の承認を受けたときにおける上記⑴の規定の適用については，その財産のうち災害

によって被害を受けた土地又は建物にあっては，その価額からその被害を受けた部分に対応するものとして一定の方法により計算し

た金額を控除した金額とする。

⑶ 生前贈与加算 ４

相続又は遺贈により財産を取得した者がその相続の開始前７年以内にその相続に係る被相続人から贈与により財産を取得したこと

がある場合においては，その者については，その贈与により取得した財産（贈与税の課税価格計算の基礎に算入されるもの（特定贈

与財産及び相続時精算課税適用財産を除く。）に限る。以下「加算対象贈与財産」という。）の価額（加算対象贈与財産のうちその相続

の開始前３年以内に取得した財産以外の財産にあっては，その財産の価額の合計額から １００万円を控除した残額）を相続税の課税価

格に加算した価額を相続税の課税価格とみなす。

⑷ 経過措置 １

令和６年１月１日から令和８年１２月３１日までの間に相続又は遺贈（その相続に係る被相続人からの贈与により取得した相続時精算

課税適用財産に係る贈与を含む。）により財産を取得する者については，上記⑶の「７年」とあるのは，「３年」とする。

（無断複写・転載を禁ず）

Ｚ－７６－Ｅ 理論解答 （３）



第７６回税理士試験 相続税法

第二問（計算）解答

配 点：★ … ２点 ● … １点

難易度： … 得点すべき箇所（易） … 差がつく箇所（中） … 得点不要の箇所（難）

１ 各相続人等の相続税の課税価格の計算

⑴ 遺贈により取得した個々の財産の価額の計算 （単位：円）

課税価格に算
財産の種類 取 得 者 計 算 過 程

入される金額

宅地Ｅ 乙 ９，６９０，０００ ⑴ １００，０００×１．００＝１００，０００
●

⑵ １００，０００×（１－０．０３１）＝９６，９００

４００％×２２５㎡＋３００％×７５㎡
（注） （１－ ）×０．５

４００％×３００㎡

＝０．０３１２５ → ０．０３１●

⑶ ９６，９００×３００㎡＝２９，０７０，０００●

⑷ ２９，０７０，０００×１／３＝９，６９０，０００

家屋Ｆ 乙 ２０，０００，０００ ２０，０００，０００×１．０＝２０，０００，０００
●

宅地Ｇ 乙 １１２，５５４，０００ ⑴① ２００，０００×１．００＝２００，０００（普通商業・併用住宅）
●

② １００，０００×０．９７＝ ９７，０００（普通住宅）

③ ２００，０００ ＞ ９７，０００

∴ ２００，０００（普通商業・併用住宅）が正面

⑵ ２００，０００×１．００＝２００，０００

⑶ ２００，０００＋１００，０００×１．００×０．０８＝２０８，０００

⑷ ２０８，０００×０．７８＝１６２，２４０

７５０㎡×０．９５＋２５
（注） ×０．８＝０．７８６… → ０．７８

７５０㎡

⑸ １６２，２４０×７５０㎡＝１２１，６８０，０００★

⑹① １２１，６８０，０００×１／２×（１－５０％×３０％）＝５１，７１４，０００

② １２１，６８０，０００×１／２＝６０，８４０，０００

（注） 使用貸借部分は自用地評価

③ ５１，７１４，０００＋６０，８４０，０００＝１１２，５５４，０００

Ｚ－７６－Ｅ 計算解答

（無断複写・転載を禁ず）

（４）



⑴ 遺贈により取得した個々の財産の価額の計算（続き） （単位：円）

課税価格に算
財産の種類 取 得 者 計 算 過 程

入される金額

家屋Ｈ 乙 ２１，０００，０００ ⑴ ６０，０００，０００×１．０＝６０，０００，０００
●

⑵ ６０，０００，０００×１／２＝３０，０００，０００

⑶ ３０，０００，０００×（１－３０％）＝２１，０００，０００

Ｉ社株式 Ｃ １２，５００，０００ ⑴ １２，５００
★

⑵ １２，６００

⑶ １２，７００

⑷ １２，８００

⑸ ⑴～⑷の最小 ∴ １２，５００

⑹ １２，５００×１，０００株＝１２，５００，０００

（配当期待権） Ｃ ３１８，７４０ ⑴ ４００－４００×２０．３１５％＝３１８．７４
●

⑵ ３１８．７４×１，０００株＝３１８，７４０

Ｊ社株式 Ａ １４，３７８，０００ ２，７６５×５，２００株＝１４，３７８，０００

Ｃ ２００，０００ ２５０× ８００株＝ ２００，０００
●

家庭用財産 乙 １，５００，０００ ２，０００，０００－５００，０００＝１，５００，０００

（注） 日常礼拝の用に供している仏壇は非課税財産●

その他の財産 乙 ２８，１６０，０００ ３８，１６０，０００－２，０００，０００－８，０００，０００＝２８，１６０，０００

Ｃ ２，０００，０００

Ｄ ８，０００，０００
●

（生命保険契約に関する権利） Ｄ ４，２００，０００
●

Ｚ－７６－Ｅ 計算解答

（無断複写・転載を禁ず）

（５）



⑵ 遺贈により取得した個々の財産（取引相場のないＪ社株式）の価額の計算

イ 評価方式の判定

⑴ 同族株主の判定

Ａ、Ｃ：２００個／２００個＝１００％ ＞ ５０％ ∴ 同族株主に該当する

⑵ 評価方法の判定

Ａ：１９２個／２００個＝９６％ ≧ ５％ ∴ 原則的評価方式●

Ｃ： ８個／２００個＝４％ ＜ ５％、役員でない、

中心的な同族株主がいて中心的な同族株主でない ∴ 特例的評価方式●

（注） Ｃ（Ｃ）： ８個／２００個＝４％ ＜ ２５％ ∴ 中心的な同族株主に該当しない

Ａ（Ａ）：１９２個／２００個＝９６％ ≧ ２５％ ∴ 中心的な同族株主に該当する

Ｚ－７６－Ｅ 計算解答

（無断複写・転載を禁ず）

（６）



⑵ 遺贈により取得した個々の財産（取引相場のないＪ社株式）の価額の計算（続き）

ロ １株当たりの純資産価額の計算（資産及び負債の計算）

（イ） 資産の部 （単位：円）

科 目 相続税評価額 帳簿価額 計 算 過 程

現金及び預金 ３３，９２７，０００ ３３，９２７，０００● ３３，９２７，２００ → ３３，９２７，０００

売掛金 １５，０００，０００ １５，０００，０００ １５，０００，７００ → １５，０００，０００

貸付金 ９００，０００ １，２００，０００● １，２００，０００－３００，０００＝９００，０００

棚卸資産 １６，３００，０００ １６，３００，０００

建物 ２３，９００，０００ ２１，０００，０００●

車両運搬具 ８，８００，０００ ８，６４０，０００●

土地 ６８，０００，０００ ６９，０００，０００●

保険積立金 （注） 財産性がないため計上しない

（未収保険金） ２５，０００，０００ ２５，０００，０００●

合 計 １９１，８２７，０００ １９０，０６７，０００

（ロ） 負債の部 （単位：円）

科 目 相続税評価額 帳簿価額 計 算 過 程

買掛金 １１，５２０，０００ １１，５２０，０００

借入金 ３６，０００，０００ ３６，０００，０００

未払金 ２，８９０，０００ ２，８９０，０００ ２，８９０，３００ → ２，８９０，０００

（未払法人税等） ５６０，０００ ５６０，０００●

（未払退職金等） ２２，０００，０００ ２２，０００，０００● ２０，０００，０００＋２，０００，０００＋（３，０００，０００－３，０００，０００）＝２２，０００，０００

（保険差益に対する法人税額等） ０ ０ ２５，０００，０００－１２，０００，０００－２２，０００，０００－３，０００，０００＝△→０

合 計 ７２，９７０，０００ ７２，９７０，０００

Ｚ－７６－Ｅ 計算解答

（無断複写・転載を禁ず）

（７）



⑵ 遺贈により取得した個々の財産（取引相場のないＪ社株式）の価額の計算（続き）

ロ １株当たりの純資産価額の計算（続き） （単位：円）

計 算 過 程

⑴ 相続税評価額による純資産価額

１９１，８２７，０００－７２，９７０，０００＝１１８，８５７，０００

⑵ 帳簿価額による純資産価額

１９０，０６７，０００－７２，９７０，０００＝１１７，０９７，０００

⑶ 評価差額に対する法人税額等

（１１８，８５７，０００－１１７，０９７，０００）×３８％＝６６８，８００ → ６６８，０００

⑷ １株当たりの純資産価額

（１１８，８５７，０００－６６８，０００）÷２０，０００株＝５，９０９．４５ → ５，９０９●

ハ １株当たりの価額の計算 （単位：円）

計 算 過 程

⑴ 類似業種比準価額の計算

① １株当たりの資本金等の額

１０，０００，０００÷２０，０００株＝５００

② １株当たりの資本金等の額を５０円とした場合の発行済株式数

１０，０００，０００÷５０＝２００，０００株

③ １株当たりの年配当金額

（１５０，０００＋１５０，０００－６０，０００）÷２＝１２０，０００

１２０，０００÷２００，０００株＝０．６

④ １株当たりの年利益金額

イ ２，５００，０００－（５００，０００－２００，０００）＋１００，０００－２０，０００＋１，５００，０００＝３，７８０，０００

ロ ０＋８０，０００－１６，０００＋２，０００，０００＝２，０６４，０００

ハ ３，７８０，０００ ＞ （３，７８０，０００＋２，０６４，０００）÷２＝２，９２２，０００ ∴ ２，９２２，０００

∴ ２，９２２，０００÷２００，０００株＝１４．６１ → １４

⑤ １株当たりの純資産価額

（１０，０００，０００＋５２，０００，０００）÷２００，０００株＝３１０

⑥ 類似業種比準価額

４６７、４６８、４７６、４６２、４７７ ∴ ４６２が最小

０．６● １４● ３１０●
（０．１３）＋ （０．４２）＋ （１．３３）

４．４ ３３ ２３２
４６２× （０．６２）×０．６＝１７１．８６４ → １７１．８

３

５００
１７１．８× ＝１，７１８●

５０

Ｚ－７６－Ｅ 計算解答

（無断複写・転載を禁ず）

（８）



⑵ 遺贈により取得した個々の財産（取引相場のないＪ社株式）の価額の計算（続き）

ハ １株当たりの価額の計算 （単位：円）

計 算 過 程

⑵ １株当たりの純資産価額

５，９０９

⑶ 原則的評価額（計算方法● ）

１，７１８×０．７５＋＋５，９０９×（１－０．７５）＝２，７６５．７５ → ２，７６５

（注） １，７１８ ＜ ５，９０９ ∴ １，７１８

⑷ 特例的評価額

① 配当還元価額

（１５０，０００＋１５０，０００－６０，０００）÷２＝１２０，０００

１２０，０００÷２００，０００株＝０．６０

２．５０ ５００
０．６０ ＜ ２．５０ ∴ × ＝２５０●

１０％ ５０

② 原則的評価額

２，７６５

③ 特例的評価額

２５０ ＜ ２，７６５ ∴ ２５０

Ｚ－７６－Ｅ 計算解答

（無断複写・転載を禁ず）

（９）



⑶ 小規模宅地等の特例の計算 （単位：円）

計 算 過 程

⑴ 適用判定

宅地Ｅ（乙、特居） ９，６９０，０００÷１００㎡×（１－２０／１００）×３３０／２００＝１２７，９０８ 順位①（０．３０…）

（注） ３００㎡×１／３＝１００㎡

宅地Ｇ（乙、貸付） ５１，７１４，０００÷３７５㎡×（１－５０／１００）×２００／２００＝ ６８，９５２ 順位

（注） ７５０㎡×１／２＝３７５㎡

宅地Ｇ（乙、貸付） ６０，８４０，０００÷３７５㎡×（１－５０／１００）×２００／２００＝ ８１，１２０ 順位②（１．８７５）
区分適用●

（注） ７５０㎡×１／２＝３７５㎡

⑵ 減額金額

貸付事業用宅地等を選択する

宅地Ｅ（乙、特居） １００㎡ ≦ ３３０㎡ ∴ 全て

９，６９０，０００×（１－２０／１００）＝７，７５２，０００

宅地Ｇ（乙、貸付） ３７５㎡ ＞ ２００㎡－１００㎡×２００／３３０＝１３９．３…㎡ ∴ １３９．３…㎡まで

１３９．３…㎡
６０，８４０，０００× ×（１－５０／１００）＝１１，３０７，６３６

３７５㎡
計算方法●

特例適用対象財産 取得者 課税価格から減額される金額

宅地Ｅ 乙 ７，７５２，０００

宅地Ｇ 乙 １１，３０７，６３６
●

Ｚ－７６－Ｅ 計算解答

（無断複写・転載を禁ず）

（１０）



⑷ 課税価格から控除すべき債務及び葬式費用の額の計算 （単位：円）

債務及び葬式費用 負 担 者 金 額 計 算 過 程

債務 乙 ３，３５０，０００ ３，２００，０００＋１５０，０００＝３，３５０，０００
●

（注） 墓地購入未払金は控除対象外

（注） 契約者貸付金等の額に相当する債務はなかったもの

とされる。

葬式費用 乙 ２，５００，０００ ４，０００，０００×１／２＋５００，０００＝２，５００，０００

（注） 初七日法要の費用及び香典返戻費用は控除対象外

香典収入は贈与税の非課税財産

Ａ ２，０００，０００ ４，０００，０００×１／２＝２，０００，０００
●

⑸ 相続又は遺贈によるみなし取得財産の価額の計算 （単位：円）

課税価格に算
財産の種類 取 得 者 計 算 過 程

入される金額

生命保険金等 乙 １８，０００，０００ ２０，０００，０００－２，０００，０００＝１８，０００，０００
●

（注） 契約者貸付金等の額に相当する保険金はなかったも

のとされる。

Ｄ １０，０００，０００ ２０，０００，０００×１／２＝１０，０００，０００
●

同上の非課税金 乙 １２，８５７，１４２ ⑴ ５，０００，０００×４人（法定相続人の数）＝２０，０００，０００●

額 Ｄ ７，１４２，８５７ ⑵ 乙 １８，０００，０００

Ｄ １０，０００，０００

計 ２８，０００，０００

⑶ ⑴ ＜ ⑵

∴乙 ２０，０００，０００×１８，０００，０００／２８，０００，０００＝１２，８５７，１４２

Ｄ ２０，０００，０００×１０，０００，０００／２８，０００，０００＝ ７，１４２，８５７

Ｚ－７６－Ｅ 計算解答

（無断複写・転載を禁ず）

（１１）



⑸ 相続又は遺贈によるみなし取得財産の価額の計算（続き） （単位：円）

課税価格に算
財産の種類 取 得 者 計 算 過 程

入される金額

退職手当金等 乙 ２２，０００，０００ ２０，０００，０００＋２，０００，０００＋（３，０００，０００－３，０００，０００）
●

＝２２，０００，０００

（注） 弔慰金の判定

３，０００，０００ ≦ ６００，０００×６月＝３，６００，０００

∴ ３，０００，０００

同上の非課税金 乙 ２０，０００，０００ ⑴ ５，０００，０００×４人（法定相続人の数）＝２０，０００，０００

額 ⑵ 乙 ２２，０００，０００

⑶ ⑴ ＜ ⑵ ∴ 乙 ２０，０００，０００

⑹ 課税価格に加算する贈与財産（暦年贈与財産）の価額の計算 （単位：円）

加算される贈
贈 与 年 分 受 贈 者 計 算 過 程

与 財 産 価 額

令 和 ８ 年 分 乙 ０ ⑴ ２９，０７０，０００×２／３＝１９，３８０，０００

⑵ １９，３８０，０００－１９，３８０，０００＝０

（注） 特定贈与財産の判定

１９，３８０，０００ ＜ ２０，０００，０００ ∴ １９，３８０，０００●

Ｚ－７６－Ｅ 計算解答

（無断複写・転載を禁ず）

（１２）



⑺ 各相続人等の課税価格の計算 （単位：円）

相続人等
配偶者乙 叔父Ａ 弟Ｃ 甥Ｄ

区分

遺贈による取得財産 １７３，８４４，３６４ １４，３７８，０００ １５，０１８，７４０ １２，２００，０００

生命保険金等 ５，１４２，８５８ ２，８５７，１４３
み な し

取得財産
退職手当金等 ２，０００，０００

債務 △ ３，３５０，０００

債務控除

葬式費用 △ ２，５００，０００ △ ２，０００，０００

純資産価額 １７５，１３７，２２２ １２，３７８，０００ １５，０１８，７４０ １５，０５７，１４３

生前贈与財産の加算額 ０

課税価格
１７５，１３７，０００ １２，３７８，０００ １５，０１８，０００ １５，０５７，０００

（１，０００円未満切捨て）

２ 納付すべき相続税額の計算

⑴ 相続税の総額の計算

課税価格の合計額 遺産に係る基礎控除額 課税遺産総額

千円 ３０，０００＋ ６，０００×４人 千円 千円
２１７，５９０ １６３，５９０

＝５４，０００●

法定相続人 法定相続分 法定相続分に応ずる取得金額 相続税の総額の基となる税額

千円 円
乙 ３／４ １２２，６９２ ３２，０７６，８００

Ａ １／１６ １０，２２４ １，０３３，６００

Ｃ １／８ ２０，４４８ ２，５６７，２００

Ｄ １／１６ １０，２２４ １，０３３，６００
●

（１００円未満切捨て）

合計 ４ 人 １ ３６，７１１，２００

円

Ｚ－７６－Ｅ 計算解答

（無断複写・転載を禁ず）

（１３）



⑵ 各相続人等の納付すべき相続税額の計算 （単位：円）

相続人等
配偶者乙 叔父Ａ 弟Ｃ 甥Ｄ

区分

算出税額 ２９，５４８，６４３ ２，０８８，３８２ ２，５３３，７９６ ２，５４０，３７６

相続税額の
４１７，６７６ ５０６，７５９ ５０８，０７５

２割加算金額

暦年課税分の

加 贈与税額控除額

算

又 配偶者の
△ ２７，５３３，４００

は 税額軽減額

減

算
未成年者控除額 △ １００，０００

●

相次相続控除額 △ ７７３，７０９ △ ５４，６８２ △ ６６，３４８ △ ６６，５１８

納付税額
１，２４１，５００ ２，４５１，３００ ２，９７４，２００ ２，８８１，９００

（１００円未満切捨て）
●

（注）相続税額の２割加算額及び控除額の計算過程は次の⑶に記載する。

⑶ 相続税額の２割加算額及び控除額の計算 （単位：円）

加算及び控除の項目 対 象 者 金 額 計 算 過 程

相続税額の２割 Ａ ４１７，６７６ ２，０８８，３８２×２０／１００＝４１７，６７６

加算額 Ｃ ５０６，７５９ ２，５３３，７９６×２０／１００＝５０６，７５９

Ｄ ５０８，０７５ ２，５４０，３７６×２０／１００＝５０８，０７５

（対象者、計算方法● ）

暦年課税分の贈 乙 （注） 課された贈与税額がないため適用なし

与税額控除額

Ｚ－７６－Ｅ 計算解答

（無断複写・転載を禁ず）

（１４）



⑶ 相続税額の２割加算額及び控除額の計算（続き） （単位：円）

加算及び控除の項目 対 象 者 金 額 計 算 過 程

配偶者の税額軽 乙 ２７，５３３，４００ ⑴ ２９，５４８，６４３

減額 ⑵① ２１７，５９０，０００×３／４＝１６３，１９２，５００ ≧ １６０，０００，０００

∴ １６３，１９２，５００

② １７５，１３７，０００

③ ① ＜ ②

１６３，１９２，５００
∴ ３６，７１１，２００× ＝２７，５３３，４００

２１７，５９０，０００

⑶ ⑴ ＞ ⑵ ∴ ２７，５３３，４００ （計算方法● ）

未成年者控除額 Ｄ １００，０００ １００，０００×（１８歳－１７歳）＝１００，０００

相次相続控除額 乙 ７７３，７０９ ⑴ 総控除額の計算

Ａ ５４，６８２ １００ １０年－４年
１，６０２，１００× × ＝９６１，２６０●

Ｃ ６６，３４８ １００ １０年

Ｄ ６６，５１８ （注）１ １７５，１３７，２２２＋１２，３７８，０００＋１５，０１８，７４０

＋１５，０５７，１４３＝２１７，５９１，１０５

２１７，５９１，１０５ １００ １００
＞ ∴

２８，０００，０００－１，６０２，１００ １００ １００

２ Ｒ４．５．６～Ｒ８．８．３＝４年２月 → ４年

⑵ 各人の控除額（計算方法● ）

乙 ９６１，２６０×１７５，１３７，２２２／２１７，５９１，１０５＝７７３，７０９

Ａ ９６１，２６０× １２，３７８，０００／２１７，５９１，１０５＝ ５４，６８２

Ｃ ９６１，２６０× １５，０１８，７４０／２１７，５９１，１０５＝ ６６，３４８

Ｄ ９６１，２６０× １５，０５７，１４３／２１７，５９１，１０５＝ ６６，５１８

Ｚ－７６－Ｅ 計算解答

（無断複写・転載を禁ず）

（１５）



第７６回税理士試験 相続税法

解 説

〔第一問〕

問１

土地の低額譲渡が行われた場合の贈与税の課税関係を問う事例形式の理論問題である。

問題文で明示されていない状況も考慮する必要があると考えられるため、様々な取扱いに派生させて解答する必要がある。

１ 前提の確認

個人Ａが保有する土地（通常の取引価額 １，０００万円）を、著しく低い価額の対価と認められる ２００万円で譲渡する場合に、譲渡先が誰

かによって課税関係が異なることとなるため、それぞれの課税関係の要点を解答する必要がある。

なお、それぞれの課税関係については、前提条件が不足する箇所もあるため、前提を補いながら考えられる課税関係を解答する必要

があると考えられる。

２ 問⑴個人Ｂ（個人Ａの子）に譲渡した場合

⑴ 本来の贈与への該当性

個人Ａが個人Ｂ（個人Ａの子）に対して譲渡した場合には、その譲渡は譲渡契約に基づくものであると考えられるため、贈与契約に

基づき財産を与える行為である「民法上の贈与」には該当しない。

従って、この土地を取得したことによる個人Ｂに対する贈与税の課税関係は生じない。（この点についても解答することが考えら

れるが、説明が難しい点であるため、模範解答に挙げていない。解答していれば、加点項目となると考えられる。）

⑵ みなし贈与による課税

上記⑴の通り、「民法上の贈与」には該当しないものの、著しく低い価額の対価で譲渡を受けた場合には、その対価と時価との差

額に相当する金額の経済的利益 ８００万円を受けており、この経済的利益の額は実質的には贈与を受けたものと同視することができる。

従って、相続税法では、この低額で譲り受けたことによる経済的利益については、相続税法において「贈与により取得したものと

みなす」ことで、贈与税の課税対象としている。（これに贈与税が課されないこととなると、名目的な対価を付すことにより贈与税

の負担を回避する租税回避行為が可能となるため、これを防止するためにも設けられている。）

本問では、この点を重点的に解答することとなる。

⑶ みなし贈与の適用免除

著しく低い価額の対価で譲渡を受けた場合には、上記⑵の通り、「みなし贈与」として贈与税の課税対象となる。

ただし、この著しく低い価額の対価による譲渡を受けた個人Ｂが資力を喪失して債務を弁済することが困難である場合において、

個人Ｂの扶養義務者である個人Ａからその債務の弁済に充てるためになされたものであるときは、上記⑵の贈与により取得したもの

とみなされる ８００万円のうち、その債務を弁済することが困難である部分の金額については、贈与により取得したものとみなされな

いこととなる。

本問では、この取扱いについても想定できるため、解答することが望ましい。（ただし、問題文において前提が不足している点で

あるため、解答していなくても問題ないと考えられる。）

（無断複写・転載を禁ず）

Ｚ－７６－Ｅ 解説 （１６）



３ 問⑵同族会社Ｃ（個人Ｂ（個人Ａの子）が代表取締役、株主は個人Ｂのみ）に譲渡した場合

⑴ 同族会社Ｃに対する贈与税の課税関係

同族会社Ｃは、法人であることから、相続税法上の納税義務者に該当しない。（「個人」を納税義務者としているため）

また、同族会社Ｃは、株式会社と考えられる（代表取締役という役職、株主という呼称から推定）ことから、持分の定めのない法

人に該当せず、相続税法第６６条（人格のない社団又は財団等に対する課税）の適用はなく、同族会社Ｃを個人とみなして贈与税が課

されることはない。

従って、同族会社Ｃが著しく低い価額の対価で土地の譲渡を受けたことによるその対価 ２００万円とその土地の時価 １，０００万円との

差額 ８００万円については、贈与税の課税関係は生じない。（法人税の課税関係が生じることとなる。）

本問では、

⑵ 個人Ｂに対する贈与税の課税関係

個人Ｂは、同族会社Ｃが個人Ａから著しく低い価額の対価で土地の譲渡を受けたことに伴い、個人Ｂの保有する同族会社Ｃの株式

の価額の合計額が ５００万円増加していることから、同族会社Ｃの株式価額の増加という利益を受けている。

従って、個人Ｂはその受けた利益の価額 ５００万円を、その利益を受けさせた者である個人Ａから贈与により取得したものとみなさ

れ、贈与税の課税関係が生じる。

本問では、この点を重点的に解答することとなる。

なお、この取扱いは相続税法基本通達９－２（株式又は出資の価額が増加した場合）において明らかにされている取扱いであるため、

この通達を解答することも考えられるが、理論集にも掲げているものでもなく、内容を解答することは難しいため、解答はなくても

問題ないと考えられる。

相続税法基本通達９－２（株式又は出資の価額が増加した場合）

同族会社（法人税法（昭和４０年法律第３４号）第２条第１０号に規定する同族会社をいう。以下同じ。）の株式又は出資の価額が、例

えば、次に掲げる場合に該当して増加したときにおいては、その株主又は社員が当該株式又は出資の価額のうち増加した部分に

相当する金額を、それぞれ次に掲げる者から贈与によって取得したものとして取り扱うものとする。この場合における贈与によ

る財産の取得の時期は、財産の提供があった時、債務の免除があった時又は財産の譲渡があった時によるものとする。

⑴ 会社に対し無償で財産の提供があった場合 当該財産を提供した者

⑵ 時価より著しく低い価額で現物出資があった場合 当該現物出資をした者

⑶ 対価を受けないで会社の債務の免除、引受け又は弁済があった場合 当該債務の免除、引受け又は弁済をした者

⑷ 会社に対し時価より著しく低い価額の対価で財産の譲渡をした場合 当該財産の譲渡をした者

また、個人Ｂが、この利益を受けることに際して個人Ａに対して対価を負担していることも考えられることから、この点について

も解答することが望ましい。ただし、問題文において前提が不足している点でもあり、個人Ａから同族会社Ｃへの譲渡に際し、個人

Ｂが個人Ａに対してどのように対価を負担するのかは不明確であるため、この取扱い自体が想定できないこともあるため、解答して

いなくても問題ないと考えられる。

⑶ みなし贈与の適用免除

一定の行為により利益を受けた場合には、上記⑵の通り、「みなし贈与」として贈与税の課税対象となる。

ただし、この著しく低い価額の対価による譲渡を受けた個人Ｂが資力を喪失して債務を弁済することが困難である場合において、

個人Ｂの扶養義務者である個人Ａからその債務の弁済に充てるためになされたものであるときは、上記⑵の贈与により取得したもの

とみなされる ５００万円のうち、その債務を弁済することが困難である部分の金額については、贈与により取得したものとみなされな

いこととなる。

本問では、この取扱いについても想定できるため、解答することが望ましい。（ただし、問題文において前提が不足している点で

あるため、解答していなくても問題ないと考えられる。）

（無断複写・転載を禁ず）

Ｚ－７６－Ｅ 解説 （１７）



問２

個人Ｙが個人Ｘから生前贈与を受けた財産に関する相続税の課税価格を問う事例形式の理論問題である。

相続時精算課税と暦年課税の両者の取扱い及び、相続時精算課税に係る土地又は建物の価額の特例の取扱いに留意しながら解答する必

要がある。

１ 前提の確認

「個人Ｙは、個人Ｘの相続について放棄しており、財産等を取得していない。」とあるため、個人Ｙは『相続又は遺贈により財産を

取得した者』に該当しないことから、相続税の納税義務者に該当せず、相続税の納税義務を有しないとも考えられる。

ただし、令和７年８月に贈与を受けた建物について「相続時精算課税を適用（中略）して～」とあるため、令和７年分以後に個人Ｘ

から贈与を受けた財産については、相続時精算課税の適用を受けている。

従って、個人Ｙは、個人Ｘの相続に係る相続税については、特定納税義務者として相続税の納税義務を有することになる。

なお、本問で問われているのが「相続税の課税価格」であるため、納税義務者の区分である特定納税義務者については解答は要しな

いものと考えられるが、解答していれば加点項目となると考えられる。

２ 相続時精算課税適用財産に係る相続税の課税価格について

⑴ 概要

個人Ｙは、令和７年８月に贈与を受けた建物及び令和８年４月に贈与を受けた現金 ８００万円については、相続時精算課税の適用を

受けている。

また、個人Ｙは、特定贈与者である個人Ｘから相続又は遺贈により財産を取得していないことから、個人Ｘからの贈与により取得

した相続時精算課税適用財産については、特定贈与者である個人Ｘから相続又は遺贈により取得したものとみなされ、相続税の計算

を行うこととなる。

⑵ 相続税の課税価格に算入する価額について

上記⑴の相続又は遺贈により取得したものとみなされる相続時精算課税適用財産に係る相続税の計算については、その贈与の時に

おける価額によるものされ、その財産の価額から相続時精算課税に係る基礎控除額を控除した残額が相続税の課税価格に算入される。

なお、相続時精算課税に係る基礎控除額は、暦年ごとに １１０万円とされていることから、令和７年８月に贈与を受けた建物及び令

和８年４月に贈与を受けた現金のそれぞれから １１０万円が控除されることになる。

⑶ 相続時精算課税に係る土地又は建物の価額の特例について

令和７年８月に贈与を受けた建物については、相続税の申告期限である令和９年８月までの間に災害により総統の被害を受けてお

り、租税特別措置法第７０条の３の３（相続時精算課税に係る土地又は建物の価額の特例）の承認を申請し、税務署長の承認を受けて

いることから、その贈与時の価額 ２，５００万円から被災価額 ５００万円を控除した金額をその財産の価額として相続税の計算を行うこと

となる。

なお、この取扱いは「相続税の計算」を行う際に、災害により被害を受けた財産の価額を『贈与時の価額』ではなく、『その価額

から被災価額を控除した後の金額』とするものであり、相続税の計算を行う際にのみ適用があるものであることから、贈与税額が修

正されるものではない点に留意する必要がある。本問では関係しないが、取扱いは確認しておいてほしい。

⑷ 個人Ｘの相続に係る相続税の課税価格について

上記⑴～⑶により、相続時精算課税の適用を受ける令和７年８月に贈与を受けた建物については、その贈与時の価額 ２，５００万円か

ら被災価額 ５００万円を控除した金額 ２，０００万円から、更に相続時精算課税に係る基礎控除額 １１０万円（令和７年分）を控除した残額

１，８９０万円が相続税の課税価格に算入される。

また、相続時精算課税の適用を受ける令和８年４月に贈与を受けた現金 ８００万円については、その価額 ８００万円から相続時精算課

税に係る基礎控除額 １１０万円（令和８年分）を控除した残額 ６９０万円が相続税の課税価格に算入される。

本問では、「相続税の課税価格」が問われているため、上記の金額を重点的に解答する必要がある。

（無断複写・転載を禁ず）

Ｚ－７６－Ｅ 解説 （１８）



３ 加算対象贈与財産（生前贈与加算適用財産）に係る相続税の課税価格について

⑴ 概要

個人Ｙは、個人Ｘの相続について放棄し、財産等を取得していないことから、生前贈与加算の適用要件である「相続又は遺贈によ

り財産を取得した者」に該当せず、生前贈与加算の適用がないとも考えられる。

ただし、個人Ｙは、個人Ｘからの贈与について相続時精算課税の適用を受けており、その適用を受ける財産を『相続又は遺贈によ

り取得したものとみなして相続税を計算する』ことから、「相続又は遺贈により財産を取得した者」として取扱われ、生前贈与加算

の適用要件を満たすこととなり、生前贈与加算の適用を受けることとなる。

ただし、生前贈与加算の規定により相続税の課税価格に加算される加算対象贈与財産から「相続時精算課税適用財産を除く」こと

とされているため、相続時精算課税の適用を受ける年分の前年分以前の贈与で、かつ、加算対象期間（本問では相続開始前３年以内）

に贈与を受けている財産であることが前提となるため、留意すること。

なお、この取扱いについては、相続税法基本通達１９－１１（相続時精算課税適用者に対する法第１９条の規定の適用）でも明確にさ

れているものである。取扱いに注意すること。

相続税法基本通達１９－１１（相続時精算課税適用者に対する法第１９条第１項の規定の適用）

相続時精算課税適用者が特定贈与者からの贈与により取得した相続時精算課税の適用を受ける財産については法第１９条第１項

の規定の適用はないが、当該特定贈与者の相続に係る加算対象期間内で、かつ、相続時精算課税の適用を受ける年分前に当該相

続時精算課税適用者が、特定贈与者である被相続人からの贈与により取得した財産（年の中途において特定贈与者の推定相続人

となったときには、推定相続人となった時前に当該特定贈与者からの贈与により取得した財産を含む。）については、同項の規定

により当該財産の価額を相続税の課税価格に加算することとなることに留意する。

また、当該被相続人から相続又は遺贈により財産を取得しなかった者であっても、その者が当該被相続人を特定贈与者とする

相続時精算課税適用者であり、かつ、当該被相続人から加算対象期間内に贈与により取得した財産（相続時精算課税の適用を受

ける財産を除く。）がある場合においては、その者については、同項の規定の適用があることに留意する。

（注） 当該相続時精算課税適用者が当該特定贈与者からの贈与により取得した相続時精算課税の適用を受ける財産について、法

第２１条の１６第３項第２号の規定の適用により相続税の課税価格に算入する金額がない場合においても、当該被相続人から加

算対象期間内に贈与により取得した財産（相続時精算課税の適用を受ける財産を除く。）があるときは、当該相続時精算課税

適用者については、法第１９条第１項の規定の適用があることに留意する。

⑵ 加算対象期間及び加算対象贈与財産について

上記⑴の通り、個人Ｙは生前贈与加算の規定の適用を受けることから、加算対象期間に贈与を受けた財産の価額については、相続

税の課税価格に加算され、その加算後の価額をもって相続税の課税価格とみなされる。

なお、個人Ｘの相続が「令和６年１月１日から令和８年１２月３１日までの間の相続又は遺贈（その相続に係る被相続人からの贈与に

より取得した相続時精算課税適用財産に係る贈与を含む。）」であることから、加算対象期間は『相続開始前３年以内』となる経過措

置の適用がある。

従って、加算対象贈与財産となるのは「令和６年４月に贈与を受けた現金 ５００万円」のみであり、「令和５年４月に贈与を受けた

現金 ３００万円」については、加算対象贈与財産には該当しないこととなる。

⑶ 個人Ｘの相続に係る相続税の課税価格について

上記⑴及び⑵により、加算対象贈与財産である令和６年４月に贈与を受けた現金 ５００万円の価額が、個人Ｘの相続に係る相続税の

課税価格に加算されることになる。

また、加算対象贈与財産に該当しない令和５年４月に贈与を受けた現金 ３００万円については、個人Ｘの相続に係る相続税の課税価

格に加算されない。

本問では、上記の取扱いを重点的に解答する必要がある。

４ 個人Ｘの相続に係る個人Ｙの相続税の課税価格について

上記２及び３から、個人Ｙの相続税の課税価格は ３，０８０万円※となる。

※ １，８９０万円（令和７年８月の建物）＋ ６９０万円（令和８年４月の現金）＋ ５００万円（令和６年４月の現金）＝ ３，０８０万円

本問で問われているのはこの金額であるため、しっかりと解答する必要がある。

（無断複写・転載を禁ず）

Ｚ－７６－Ｅ 解説 （１９）



〔第二問〕

通常の相続税の総合問題である。財産評価等については基本的な論点が多く、難易度自体はそれほど高くはないが、問題文の読み取り

や、知識を応用する必要もあるため、これらの点に注意が必要となる。

１ 相続人・相続分の判定等

法定相続人の数及び
相続人・相続分

これに応じた相続分

乙 ３／４ 乙 ３／４

Ａ １／１６ Ａ １／１６

Ｃ １／８ Ｃ １／８

Ｄ １／１６ Ｄ １／１６

１ ４人 １

⑴ 相続人は、被相続人甲に子がなく、直系尊属である亡父丙、亡母丁、亡祖父戊、亡祖母己のいずれもが相続開始前に死亡している

ため、兄弟姉妹が血族相続人となる第三順位の取扱いである。（曾祖父母などの資料はないため、既に死亡していると考えるのが通

常である。）

⑵ 被相続人甲が亡祖父戊及び亡祖母己の普通養子縁組による養子となっていることから、被相続人甲は、亡父丙及び叔父Ａと兄弟姉

妹の身分を有することになる。

従って、被相続人甲の兄弟姉妹は、元々の兄弟姉妹である亡姉Ｂ及び弟Ｃの他、養子縁組により兄弟姉妹となった亡父丙及び叔父

Ａの４人となる。

⑶ 上記⑵の被相続人甲の兄弟姉妹は、被相続人甲の相続人となる。

従って、代襲相続を考慮する前の相続人は、配偶者乙、亡父丙、叔父Ａ、亡姉Ｂ及び弟Ｃとなるが、亡父丙及び亡姉Ｂは相続開始

前に死亡しているため、代襲相続が生じる。

なお、第三順位では代襲相続が一代限りとされているため、亡姉Ｂの代襲者である甥Ｄは、亡姉Ｂの相続分を承継することになる。

ただし、亡父丙の相続分については、代襲者が亡姉Ｂ及び弟Ｃであるが、亡姉Ｂは既に死亡しているため代襲相続人とならず、第

三順位の代襲相続が一代限りであることから、甥Ｄは亡父丙の代襲相続人には該当しないことになる。

従って、亡父丙の相続分は、唯一の代襲者である弟Ｃのみに承継され、結果として弟Ｃのみが二重身分として相続人に該当するこ

とになる。

しかし、上記の点については気付きにくい点でもあるため、正答できていると大きなアドバンテージになると考えられる。

⑷ 甥Ｄは、米国に住所を有しており、相続開始前１０年以内に日本国内に住所を有していたことはないが、被相続人甲が日本国内に住

所を有しているため、非居住無制限納税義務者に該当する。

従って、全ての取得財産が課税対象となり、負担した債務も控除対象となる。また、未成年者控除についても適用対象者となるた

め、勘違いしないように。

（無断複写・転載を禁ず）

Ｚ－７６－Ｅ 解説 （２０）



２ 財産評価等

※ 問題文において「財産の評価に当たっては、令和８年４月３日現在の財産評価基本通達～に基づき評価する」とされており、「令

和８年４月４日以降に改正があった場合には、改正前のものとする」とあることから、令和８年４月４日以降に行われた改正（森林

の立木の標準価額の改正）については、考慮する必要はない。

ただし、本問では出題されていないことから、特に影響はない。

⑴ 宅地Ｅ

容積率の異なる２以上の地域に所在するものであることから、容積率に基づく控除割合を加味して評価する必要がある。

なお、被相続人甲が共有持分３分の１を有しているため、共有持分の考慮を忘れないように。

① 基本算式

１㎡当たりの価額
× （１ － 控除割合） × 地積 ＝ 自用地評価額

（各種補正考慮後）

⇨ 宅地全体に係る補正であるため、各種補正率考慮後の１㎡当たりの価額に対して適用する。

② 控除割合（小数点３位未満四捨五入）

容積率の異なる部分の各部分に適用される容積率

にその各部分の地積を乗じて計算した数値の合計 容積率が価額に
１－ ×

正面路線に接する部分の容積率×宅地の総地積 及ぼす影響度

⑵ 宅地Ｇ、家屋Ｈ

側方路線を有する宅地の評価である。正面路線と側方路線とで地区区分が異なるため、評価方法に留意すること。

また、地積規模の大きな宅地に該当することから、規模格差補正率の適用がある点も忘れないように。

① 正面路線の判定

正面路線を判定する際は、各路線ごとの地区区分に応じた奥行価格補正率を乗じた後の金額により判定を行う。

この判定により、正面路線が確定した場合には、以後の各種補正においては「正面路線の地区区分」により評価を行う点に留意

すること。

② 規模格差補正率の適用

地積規模の大きな宅地に該当する旨の指示があるため、規模格差補正率を適用する必要がある。

計算方法に注意して計算すること。

③ 利用態様に応じた評価

宅地Ｇの上に存する家屋Ｈは、被相続人甲と配偶者乙の共有である。

そのため、家屋Ｈの配偶者乙所有分に対応する宅地Ｇについては、被相続人甲から配偶者乙へ使用貸借契約により貸し付けられ

ているため、この部分については自用地評価となる点に留意すること。

なお、被相続人甲所有分に対応する宅地Ｇについては、被相続人甲が不動産貸付事業の用に供していることから、貸家建付地と

して評価することになる点にも留意すること。

③ 家屋Ｈ

家屋Ｈの被相続人甲の所有部分は、被相続人甲が不動産貸付業の用に供していることから、貸家として評価することになる。

家屋Ｈ

甲所有 １／２ 乙所有 １／２

【対象外】

乙所有対応分 １／２
甲所有対応分 １／２

（使用貸借）

（無断複写・転載を禁ず）

Ｚ－７６－Ｅ 解説 （２１）



⑶ Ｉ社株式

配当金の支払いがある上場株式の評価である。なお、落ち評価となるのは、課税時期が「基準日の翌日以後」である場合のため、

本問では落ち評価となる。（＝株式に関する権利の評価が必要となる。）

なお、配当落ちの場合には、月平均額については価額に大きな影響を与えないため、月平均額は月初から月末までの平均額による

ことも忘れないように。

◆ 権利調整がある場合の評価方法

株価の採用方法
課税時期 評 価 財 産

区分及び条件 権利 配当

最終価格 含みに対応した課税時期前後の最も近い日の最終価格

基 準 日 以 前 株 式 含みの金額あり 初日から落ちの前日までの平均額 月平均額
月平均額

含みの金額なし 落ち月平均額を含み価格に修正 （修正しない）

最終価格 落ちに対応した課税時期前後の最も近い日の最終価格

基準日の翌日以降 株式＋権利 落ちの金額あり 落ち日から末日までの平均額 月平均額
月平均額

落ちの金額なし 含み月平均額を落ち価格に修正 （修正しない）

⑷ Ｊ社株式

取引相場のない株式の評価である。

純資産価額の計算に当たり、資産の部及び負債の部を計算する必要があるが、それほど難しい点が多いわけではないため、落ち着

いて解答するように。また、類似業種比準価額についても、比準要素を算定する上で調整が必要となることから、こちらも落ち着い

て解答するように。

① 評価方法の判定

親族グループの所有議決権割合が５０％超であるため、同族株主に該当する。

叔父Ａは、所有議決権割合が５％以上となるため、原則的評価方式となる。

弟Ｃは、所有議決権割合が５％未満、役員に該当しない、中心的な同族株主がいて中心的な同族株主に該当しないため、下記の

要件の全てを満たし、特例的評価方式に該当することとなる。

イ 取得者個人の所有議決権割合が５％未満であること。

ロ 評価会社の役員（注）に該当しないこと。

（注） 役員とは、社長、理事長並びに法人税法施行令第７１条第１項第１号、第２号及び第４号に掲げる者をいう。

（法人税法施行令第７１条第１項）抜粋

一 代表取締役、代表執行役、代表理事及び清算人

二 副社長、専務、常務その他これらに準ずる職制上の地位を有する役員

四 取締役（指名委員会等設置会社の取締役及び監査等委員である取締役に限る。）、会計参与、監査役、監事

ハ 評価会社に中心的な同族株主（注）がいること。

（注） 中心的な同族株主

中心的な同族株主とは、課税時期において、同族株主の１人並びにその株主の配偶者、直系血族、兄弟姉妹、一親等

の姻族（これらの者の同族関係者である会社のうち、これらの者が有する議決権の合計数がその会社の議決権総数の

２５％以上である会社を含む。）の有する議決権の合計数がその会社の議決権総数の２５％以上である場合におけるその株主

をいう。

ニ 取得者が中心的な同族株主に該当しないこと。

（無断複写・転載を禁ず）

Ｚ－７６－Ｅ 解説 （２２）



② １株当たりの純資産価額

イ 評価時点

純資産価額の計算は、原則として課税時期において仮決算を実施し、課税時期において有する資産及び負債を評価対象とする。

ただし、例外として相続開始時における資産及び負債の金額が明確でなく、相続開始の直前に終了した事業年度末から相続開

始時までの間に資産及び負債について著しい増減がないことから評価額の計算に影響しない場合には、直前期末において有する

資産及び負債を対象として、課税時期における時価により純資産価額の計算をすることができる。

本問では、例外の直前期末基準によることになるため、計算方法を確認すること。

◆ 課税時期基準と直前期末基準の概要

原則：課税時期基準 特例：直前期末基準

課税時期における各資産及び負債を 直前期末の資産及び負債を対象とし

相続税評価額 課税時期における相続税の評価基準を 相続税評価額 課税時期に適用されるべき相続税の
評価する資産等

適用して計算した金額 評価基準を適用して計算した金額

とその評価基準

課税時期の資産及び負債の帳簿価額 直前期末の資産及び負債の帳簿価額
帳 簿 価 額 帳 簿 価 額

により計算した金額 により計算した金額

ロ 貸付金

債務者について破産法の規定による破産手続開始の決定があり、課税時期において回収不能と見込まれる ３００，０００円は、債権

額から控除した金額が相続税評価額となる。

なお、１株当たりの純資産価額を計算する上での「帳簿価額」は、法人税法上の帳簿価額（会計上帳簿価額±別表五記入額）

によるため、上記の回収不能額については、法人税法上の貸倒損失の計上事由に該当していないものと考えられるため、帳簿価

額の調整は要しない。

破産手続開始の決定に関しては、法律上の貸倒れに該当しないため、法人税法上、貸倒損失は計上されず、貸借対照表上

の帳簿価額と法人税法上の帳簿価額に相違は生じず、別表五㈠への記入はない。また、事実上の貸倒れによる貸倒損失の計

上の可能性があるが、Ｊ社が損金経理をしていないと考えられるため、こちらの適用もない。（仮に損金経理をしているの

であれば、貸借対照表に計上されないはずであり、そもそも財産評価自体も不要となるはずである。）

従って、法人税法上の貸倒損失は計上されていないと考えられることから、帳簿価額の調整は不要と考えられる。

ハ 建物

令和６年３月に取得しており、相続開始前３年以内に取得した土地等・建物等に該当するため、その相続税評価額は、課税時

期における通常取引価額によることになる。

ニ 車両運搬具

一般動産に該当し、評価方法は次のとおりである。本問では、売買実例価額が判明しているため、この価額を用いる。

原則 課税時期の売買実例価額

同種資産の課税時期に 製造の時から課税時期までの
例外 －

おける新品小売価額 償却費の額の合計額等（定率法）

⇨ 一般動産の場合には、構築物などと異なり、７０／１００を乗じない点に留意すること。

ホ 保険積立金

被相続人甲の死亡を保険事故とする保険契約であり、被相続人甲の死亡により保険金の受取りが確定するため、未収保険金と

して資産に計上する。なお、直前期末基準の場合であっても、個人に対するみなし財産である生命保険金等としての課税との整

合性から計上することになる。

これに併せて、保険契約が履行されることになり、保険積立金に財産性がなくなる。従って、計上しないこととなる点に留意

すること。

ヘ 未払退職金等

被相続人甲の死亡により、退職手当金等の支払いが確定するため、負債に計上する。

なお、計上額はみなし財産となる金額と同額であるため、弔慰金相当額については計上しないことになる。

これは、個人に対するみなし財産である退職手当金等としての課税により、財産としての二重財産が認識されてしまうことと

の整合性から、計上することとされているものである。

（無断複写・転載を禁ず）

Ｚ－７６－Ｅ 解説 （２３）



ト 保険差益に対する法人税額等

評価会社が被相続人の死亡により保険金を受け取った場合に、保険差益が生じた場合には、保険差益に対する法人税額を負債

として計上する。この場合に、保険金を原資として退職手当金等を支払っている場合及び保険積立金額がある場合には、次の算

式により計算する。

⒜ 保険金の取得による利益金額

損金の額に算入される 損金の額に算入される 損金の額に算入される
保険金額 － － －

積立保険料の額 退職手当金等の額 弔慰金の額

⒝ 保険差益に対する法人税額

保険金の取得による利益金額 × ３８％（評価差額に対する法人税額を計算する場合の率）

なお、死亡退職金及び弔慰金の額については資料が明確ではないため、「損金の額に算入される」かが問題となる。

この点については、死亡退職金がそれほど多額ではないことから、相当額であると考えられること。弔慰金については、法人

税法上では明確な規定がないものの、相続税法において「月額報酬の６月分又は３６月分相当額」を非課税とする取扱いがあるこ

とを鑑みて、法人税法でも同様の基準により損金算入限度額を算定することが一般的である。

従って、本問でも弔慰金については、６月分相当額を超えないことから「不相当に高額な部分の金額」がないことになり、全

額が損金算入されるものとして解答している。

チ 未払法人税等、消費税等

直前期末基準の場合では、直前期末以前の各事業年度に係る公租公課のうち、直前期末に未払いとなっているものについては

負債として計上する。

リ 計算方法

１株当たりの純資産価額の計算方法は次のとおりである。なお、各資産、各負債ごとに千円未満の端数を切り捨てて計上する

点も確認するように。

資産の合計額（相評） － 負債の合計額（相評） － 評価差額に対する法人税額等 １株当たりの純資産価額
＝

課税時期現在の発行済株式数（自己株式を除く。） （円未満切捨て）

※ 評価差額に対する法人税額等は、次の算式により計算する。

相続税評価額による純資産価額 帳 簿 価 額 に よ る 純 資 産 価 額
評価差額に対する法人税額等

資産の合計額 負債の合計額 － 資産の合計額 負債の合計額 × ３８％ ＝
－ － （千円未満切捨て）

（相続税評価額） （相続税評価額） （帳簿価額） （帳簿価額）

（無断複写・転載を禁ず）

Ｚ－７６－Ｅ 解説 （２４）



③ 類似業種比準価額

比準要素の算定に気を付けながら解答すること。

＜基本算式＞

イ １株（５０円）当たりの株価（Ｅ）

Ⓑ Ⓒ Ⓓ
（Ｘ．ｘｘ）＋ （Ｘ．ｘｘ）＋ （Ｘ．ｘｘ）

Ａ × Ｂ Ｃ Ｄ × 斟酌率 ＝ Ｅ（１０銭未満切捨て）
（Ｘ．ｘｘ）

３

ロ １株当たりの類似業種比準価額の計算

１株当たりの資本金等の額
Ｅ × ＝ 評価額（円未満切捨）

５０円

ハ 類似業種の金額

各金額は次のとおりである。

記号 内 容

Ａ 課税時期の①属する月，②前月，③前々月，④前年平均，⑤課税時期前２年間平均 の最も低い株価

Ｂ 課税時期の属する年の類似業種の１株当たりの配当金額

Ｃ 課税時期の属する年の類似業種の１株当たりの年利益金額

Ｄ 課税時期の属する年の類似業種の１株当たりの純資産価額（帳簿価額）

ニ 評価会社の金額

記号 内 容 基 本 算 式 端 数 処 理

評価会社の１株当たりの 直前期末以前２年間における配当金額 ÷ ２
Ⓑ １０銭未満切捨て

年配当金額 資本金等の額を５０円とした場合の発行済株式数

次のいずれか少ない金額

直前期末以前１年間における利益金額
評価会社の１株当たりの イ

Ⓒ 資本金等の額を５０円とした場合の発行済株式数 円未満切捨て
年利益金額

直前期末以前２年間における利益金額 ÷ ２
ロ

資本金等の額を５０円とした場合の発行済株式数

評価会社の１株当たりの 直前期末における純資産価額（帳簿価額）
Ⓓ 円未満切捨て

純資産価額（帳簿価額） 資本金等の額を５０円とした場合の発行済株式数

５０円当たりの発行済株式数 直前期末の資本金等の額 ÷ ５０円 １株未満切捨て

１株当たりの資本金等の額 直前期末の資本金等の額 ÷ 直前期末の発行済株式数 円未満切捨て

ホ 比準要素の金額

（イ）１株当たりの年配当金額の算定においては、直前々期の配当金額に非経常的な配当金額が含まれているため、この金額を控

除した上で計算する必要がある。

◆ 年配当金額の評価明細書（抜粋）

②①のうち非経 ③ 差引経常的な配当 １株（５０円）当たり
①年配当金額 年平均配当金額

※ 常的な配当金額 金額（①－②） の年配当金額

直 前 期 千円 千円 千円

千円 円 ０銭

直前々期 千円 千円 千円

各千円未満切捨 （１０銭未満切捨）

※ 各事業年度中に支払効力が発生した剰余金の配当金額（資本金等の減少によるものを除く。）による。

（無断複写・転載を禁ず）

Ｚ－７６－Ｅ 解説 （２５）



（ロ）１株当たりの年利益金額の算定においては、次の点に留意する。

⒜ 直前期の法人税の課税所得金額に含まれている非経常的な利益金額は、特別利益 ５００，０００円から特別損失 ２００，０００円を控

除した後の非経常的な利益金額を控除した上で計算する必要がある。

なお、特別利益から特別損失を控除した金額が負数となる場合（＝非経常的な損失金額がある場合）には、加算するとい

った取扱いは生じないため、両者の違いには注意すること。

⒝ 受取配当等の益金不算入額及びこれに係る所得税の額については、加減算した上で計算する必要がある。

これは、法人税法上の課税技術上の問題であり、本来の収益・費用である点は変わりないため、この点を評価に反映させ

るためである。

ただし、法人税の課税技術上ではあるが、交際費等の損金不算入等は、調整しない点も確認すること。（明確な根拠はない

が、調整する対象に挙げられていないため。）

⒞ 直前期及び直前々期の課税所得金額の計算上、損金の額に算入された繰越欠損金の控除額は、課税所得金額に加算し、損

金算入される前の金額に修正した上で計算する必要がある。

これは、直前期末以前１年間又は２年間の利益金額を基にし、評価会社の利益獲得能力を評価に反映するためのものであ

ることから、過去に生じた欠損金額を評価に反映しないための調整である。

仮に、直前々期に生じた欠損金額がある場合には、直前期に生じた利益金額と通算した上で、「直前期末以前２年間の利

益金額」として評価をすることもあるため、直前期又は直前々期に生じた欠損金額については、繰越欠損金という法人税法

上の取扱いで通算するのではなく、財産評価上の計算において通算することはあり得る。考え方に注意してほしい。

◆ 年利益金額の評価明細書（抜粋）

①法人税の ③受取配当 ⑤損金算入した
②非経常的 ④左の所得 ⑥ 差引利益金額 １株（５０円）当たり

課税所得 等の益金 繰越欠損金の
な利益金額 税額 （①－②＋③－④＋⑤） の年利益金額

金額 不算入額 控除額

直 前 期 千円 千円 千円 千円 千円 Ａ 千円

円

直前々期 千円 千円 千円 千円 千円 Ｂ 千円

各千円未満切捨 （円未満切捨）

（ハ）１株当たりの簿価純資産価額の算定は、直前期末における法人税法上の資本金等の額及び利益積立金額による。

また、この場合に使用する金額は、法人税法別表五㈠Ⅰの「差引翌期首現在資本金等の額の差引合計額」及びⅡの「差引翌

期首現在利益積立金額の差引合計額」となる。

◆ 簿価純資産価額の評価明細書（抜粋）

③ 純資産価額 １株（５０円）当たり
① 資本金等の額 ② 利益積立金額

（①＋②） の純資産価額

直 前 期 千円 千円 千円 円

各千円未満切捨 （円未満切捨）

ヘ 類似業種比準価額の修正計算

「Ｊ社は、令和８年５月２８日の定時株主総会で、直前事業年度の末日を基準日とした株式の配当を見送る決議をしている。」

との指示があるため、直前期末を基準日とした期末配当はないものとして解答することになる。

従って、直前期末の翌日から課税時期までの間に支払効力が生じた配当金はないため、類似業種比準価額の修正計算は行う必

要はないことになる。

期末配当を行っている評価会社の場合には、本来は類似業種比準価額の修正計算が必ず生じることになる。過去の試験問

題では、資料が明確でないため、調整をすることができないため、無視するしかないが、考え方は知っておいてほしい。

④ 原則的評価額

中会社であるため、併用価額による。計算方法を勘違いしないように。

⑤ 特例的評価額

配当還元価額と原則的評価額とのいずれか少ない金額となる。比較を忘れないように。

（無断複写・転載を禁ず）

Ｚ－７６－Ｅ 解説 （２６）



⑸ 家庭用財産

日常礼拝の用に供されている仏壇は、相続税の非課税財産となる。金額に含まれているため、見落とさないように。

３ 小規模宅地等の特例

⑴ 宅地Ｅ

被相続人甲及び配偶者乙の居住の用に供されていた宅地等であり、配偶者である配偶者乙が取得したため、特定居住用宅地等に該

当する。

⑵ 宅地Ｇ

被相続人甲に係る貸付部分と、配偶者乙に係る貸付部分とで判定が異なることとなる。

① 被相続人甲に係る貸付部分

被相続人甲の貸付事業の用に供されていた宅地等を、親族である配偶者乙が取得し、被相続人甲の貸付事業を承継していること

から、貸付事業用宅地等に該当する。

② 配偶者乙に係る貸付部分

被相続人甲から同一生計親族である配偶者乙に対して使用貸借契約により貸し付けられ、同一生計親族である配偶者乙の貸付事

業の用に供されていた宅地等であり、その同一生計親族である配偶者乙が取得し、貸付事業を継続していることから、貸付事業用

宅地等に該当する。

③ 適用単位

本問の様な、貸家建付地部分と自用地部分から構成される貸付事業用宅地等については、納税者の選択により、自用地部分から

優先的に適用し、残余面積について貸家建付地部分から適用することができると考えられる。

従って、宅地Ｇを選択特例対象宅地等とする際には、価額の高い自用地部分から適用することができる。

４ みなし財産

⑴ Ｊ社死亡退職金等は、弔慰金相当額の判定に留意すること。

なお、業務上の死亡でないため、月額報酬の６ヶ月分が弔慰金相当額となり、相当額を超える部分は退職手当金等として相続税の

課税対象となる。本問では、支給を受けた弔慰金の全額が弔慰金相当額となるため問題はないが、取扱いには注意すること。

⑵ Ｋ生命保険契約の保険金は、契約者貸付金を控除した残額が支払われているため、控除後の金額を保険金受取人である配偶者乙が

取得したものとして取扱われる。

なお、保険契約者が被相続人甲であるため、契約者貸付金の額に相当する保険金及び債務は、いずれもなかったものとされ、特に

課税関係は生じないこととなる。（基通３－９）

被相続人が契約者の場合 ⇨ 保険金及び債務はいずれもなかったものとする。

被相続人以外が契約者の場合 ⇨ 保険金受取人：契約者貸付金控除後の金額を取得したものとする。

保険 契約者：契約者貸付金の額を取得したものとする。

⑶ Ｌ生命保険契約の保険金は、保険料負担者が複数いるため、按分計算を忘れないように。本問では、被相続人甲の負担分が相続又

は遺贈により取得したものとみなされ、相続税の計算上で考慮する必要がある。

⑷ Ｍ生命保険契約は、相続開始時において保険事故未発生の保険契約であり、被相続人甲が保険料を負担していることから、生命保

険契約に関する権利の課税関係が生じる。

なお、被相続人甲が保険契約者であるため、本来の財産に該当する。

また、保険料を全額前払いで支払っていることから、未経過保険料 ３，０００，０００円があるが、この未経過保険料（前納保険料）につ

いても、生命保険契約に関する権利の評価額に含めた上で評価を行い、別途の財産として計上する必要はないと考えられる。

財産評価基本通達 ２１４（生命保険契約に関する権利の評価）

相続開始の時において、まだ保険事故（共済事故を含む。この項において同じ。）が発生していない生命保険契約に関する権利

の価額は、相続開始の時において当該契約を解約するとした場合に支払われることとなる解約返戻金の額（

、剰余金の分配額等がある場合にはこれらの金額を加算し、解約返戻金の額につき源泉

徴収されるべき所得税の額に相当する金額がある場合には当該金額を減算した金額）によって評価する。

（注）１ 本項の「生命保険契約」とは、相続税法第３条（（相続又は遺贈により取得したものとみなす場合））第１項第１号に規定

する生命保険契約をいい、当該生命保険契約には一定期間内に保険事故が発生しなかった場合において返還金その他これ

に準ずるものの支払がない生命保険契約は含まれないのであるから留意する。

２ 被相続人が生命保険契約の契約者である場合において、当該生命保険契約の契約者に対する貸付金若しくは保険料の振

替貸付けに係る貸付金又は未払込保険料の額（いずれもその元利合計金額とする。）があるときは、当該契約者貸付金等の

額について相続税法第１３ 条（（債務控除））の適用があるのであるから留意する。

（無断複写・転載を禁ず）

Ｚ－７６－Ｅ 解説 （２７）



５ 債務控除

⑴ 未納公租公課及び食料品購入未払金は、「被相続人甲に係る債務」として指示があるため、債務控除の対象となる。

（「食料品購入未払金 １５０，０００円」があるが、被相続人甲は小売店などの個人事業を行っておらず、一個人における金額としては多

額であり、そもそもあり得るのかという疑問もあるが、問題文の指示に従って解答すればよい。）

⑵ 墓地購入未払金は、非課税財産に係る債務であるため、債務控除の対象とならない。

（被相続人甲の遺産の中に「墓地」がないため、そもそもこの未払金があること自体が少し疑問だが）

⑶ 通夜及び告別式の費用並びに寺院へのお布施は、葬式費用として債務控除の対象となる。

⑷ 初七日法要の費用は、追善供養のために行われるものであり、葬儀に関連して要するものではないことから、控除対象とはならな

い。

⑸ 香典返戻費用は、いわゆる後日返しのものである。これは、葬儀の参列者からいただいた香典の額に応じた御礼を、四十九日法要

の際や後日郵送で送付するためのものであり、事後的に要したもの及び相続税法上の非課税とされている香典のお返しとしてのもの

であることから、控除対象外となる。

６ 生前贈与関係

配偶者乙が相続開始年である令和８年中に、居住用不動産の贈与を受けていることから、贈与税の配偶者控除の適用があるものとし

た場合に控除されることとなる金額に相当する部分については、相続税の申告書の提出の際に、特定贈与財産としての選択すること

（贈与税の課税価格に算入すること）で、生前贈与加算の適用除外財産とすることができる。

この場合には、贈与税の課税価格に算入されるため、贈与税の期限内申告を行い、贈与税の配偶者控除の適用を受けることになる。

なお、特定贈与財産としない選択をすることも可能であり、この場合には特定贈与財産に該当せず、生前贈与加算の適用除外財産と

ならず、相続税の課税価格に加算されることになる。これにより、相続税の課税価格に加算された相続開始年分の贈与財産として、贈

与税の課税価格には算入されないこととなる。

本問では、いずれを採用するかが明確とされていないが、「各相続人等の課税価格が最も少なくなる方法を選択する」とあるため、

配偶者乙の相続税の課税価格が少なくなる方法である、特定贈与財産とする方法を採用することになる。

基本的には特定贈与財産とした方が有利となるが、仮に遺産総額が遺産に係る基礎控除額以下であり、生前贈与加算が行われて

も相続税の税負担が生じない場合には、申告要件のある「特定贈与財産とする方法」を採用しないことも考えられる。そのため、

こういった事務手続きの負担も考慮し、納税者の選択に委ねられている取扱いと考えられる。

従って、贈与税の配偶者控除の適用がある者とした場合に控除されることとなる金額（本問では、贈与財産の全額）が、特定贈与財

産として生前贈与加算の適用除外財産となる。

（無断複写・転載を禁ず）

Ｚ－７６－Ｅ 解説 （２８）



６ 税額計算

⑴ 被相続人甲の一親等の血族及び配偶者以外の者である叔父Ａ、弟Ｃ及び甥Ｄは、相続税額の加算の適用対象者となる。

相続人が第三順位である兄弟姉妹となるため、基本的に相続税額の加算の適用があることになるため、遺族関係図を確認した際に

意識しておく必要がある。

⑵ 配偶者乙は、被相続人甲の配偶者であることから、配偶者に対する相続税額の軽減の適用がある。

⑶ 孫Ｄは、１８歳未満の者であり、被相続人甲の法定相続人に該当することから、未成年者控除の適用対象となる。

なお、非居住無制限納税義務者の場合には、未成年者控除の適用がある点に留意すること。

⑷ 被相続人甲が、相続開始前１０年以内に開始した亡父丙の相続（第一次相続）により財産を取得しており、亡父丙の相続を放棄した

者はいないとあることから、相次相続控除の適用がある。計算方法と時間配分に注意して解答すること。

Ｃ １００ １００ Ｄ １０－Ｅ
（算式） Ａ× （ を超えるときは ）× ×

Ｂ－Ａ １００ １００ Ｃ １０

納税者 第二次相続に係る被相続人が、

第一次相続により取得した財産につき、
Ａ 財 産

（第一次相続に係る被相続人からの相続時精算課税適用財産を含む。）

税 額 課せられた相続税額（附帯税を除く。）

取得者 第二次相続に係る被相続人が、

Ｂ 第一次相続により取得した財産の価額
金 額

（相続税の課税価格に算入された部分に限る。）

第二次相続に係る被相続人から相続又は遺贈（被相続人から相続人に対する遺贈を除く。）
取得者

により財産を取得したすべての者が、

Ｃ （第二次相続に係るすべての者が）取得した財産の価額の合計額

金 額 （第二次相続に係る被相続人からの相続時精算課税適用財産を含む。）

（相続税の課税価格に算入される部分に限る。）

第二次相続に係る被相続人から相続により取得した財産の価額
Ｄ 金 額

⇨ 相続人のみ

第一次相続開始の時から第二次相続開始の時までの期間に相当する年数
Ｅ 年 数

（年数に１年未満の端数をある場合には、端数切捨て）

（無断複写・転載を禁ず）

Ｚ－７６－Ｅ 解説 （２９）



第７６回税理士試験の講評

～ 相続税法 ～

１．総評

受験生の皆様、大変お疲れ様でした。

第一問の理論問題は、昨年の１問形式から２問形式での出題に戻り、一昨年以前と同様に２問とも事例形式での出題となりました。

近年の理論問題と同様、それぞれの取扱いをしっかりと説明する必要がある問題での出題となりましたが、限られた時間内で全ての

説明をすることは難しいため、それぞれの要点を説明できているかが１つの分かれ目となると考えられます。

第二問の計算問題は、昨年の２問形式から１問形式での出題に戻り、一昨年以前と同様に総合問題１題での出題となりました。

遺族関係図及び相続人の判定などに特徴がある問題となりましたが、この点についてはミスがあったとしてもそこまで影響は生じな

いのではないかと考えられます。財産評価などの項目については、基本的な事項からの出題が多く、この辺りについて正確に解答でき

ているかが１つの分かれ目になると考えられます。

２．全体の印象及び解答上のポイント

〔第一問〕

問１

土地の低額譲渡があった場合の贈与税の課税関係を問う事例形式の理論問題でした。譲渡先に応じて、贈与税の課税関係が異なること

となり、その上で想定される取扱いを解答する必要があります。

問⑴の個人Ｂへの譲渡については、低額譲受益のみなし贈与の取扱いが生じることになります。併せて、資力を喪失している場合の取

扱いについても想定されるため、この点も解答する必要があると考えられます。

問⑵の同族会社Ｃへの譲渡については、同族会社Ｃに対する贈与税の納税義務は生じませんが、同族会社Ｃの株式価額の増加を通じて、

個人Ｂが利益を受けていることから、その他の利益のみなし贈与の取扱いが生じます。併せて、資力を喪失している場合の取扱いについ

ても想定されるため、この点も解答する必要があると考えられます。

ただし、模範解答通りに、全ての項目を解答することは難しいため、それぞれの要点として、問⑴は低額譲受益のみなし贈与、問⑵は

個人Ｂへのその他の利益のみなし贈与が解答できていることが最低限となり、他の取扱いの解答ができているとアドバンテージになると

考えられます。

これらの点を考慮して、合格ラインは１４点程度、合格確実ラインは１７点程度になると予想します。

問２

生前贈与に関する相続税の課税価格を問う事例形式の理論問題でした。令和５年度税制改正により、令和６年１月１日から適用開始と

なった相続時精算課税に関する取扱いを中心とした出題と考えられます。

相続又は遺贈により財産を取得していない相続時精算課税適用者の取扱い（生前贈与加算の適用に関する取扱いを含む。）、災害により

相当の被害を受けた建物の加算額の修正の取扱い及び相続時精算課税に係る基礎控除額の取扱いを説明する必要がありました。近年の改

正項目であり、重要性も高い論点でしたので、取扱いの理解した上での解答が要求されると考えられます。

ただ、模範解答通りの説明をするのは難しいため、こちらもそれぞれの取扱いの要点を説明できていれば充分と考えられます。

これらの点を考慮して、合格ラインは１８点程度、合格確実ラインは２０点程度になると予想します。

〔第二問〕

財産評価を中心とした総合問題でした。法定相続人の数及び法定相続人の数に応じた相続分が、兄弟姉妹の代襲相続に関する取扱いや

相続分の算定が過去に出題されたことのないものであり、判断に迷う箇所でしたので、この点についてはそれほど気にする必要はなく、

ミスしていたとしても、それほど合否に影響は与えないのではないでしょうか。

ただし、他の箇所はそれほど難しい論点は出題されておらず、過去の本試験でも出題されたことのある論点が再度出題されているもの

も多かったため、確実に得点を積み重ねていけたかどうかが１つの分かれ目となるのではないでしょうか。

これらの点を考慮して、合格ラインは３７点程度、合格確実ラインは４２点程度になると予想します。

３．合格ボーダー予想

上記から、第一問及び第二問の総合で合格ラインが６９点程度、合格確実ラインが７９点程度になると予想します。

（無断複写・転載を禁ず）

Ｚ－７６－Ｅ 講評 （３０）
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